使用許可業務に係る審査基準等

千葉市行政手続条例及び千葉市民活動支援センターの管理に関する基本協定書に基づき、下記の内容により千葉市民活動支援センター（以下「当センター」という。）の使用許可に係る審査基準、利用手続き、標準処理期間、処分基準及びその他必要な事項を定めるものとする。
１　会議室等の使用許可に係る審査基準
（１）団体登録

当センターの会議室・談話室・紙折機・ロッカー（以下「会議室等」という）を利用する団体・法人等（以下「団体」という。）は、事前に「千葉市民活動支援センター登録申請書」（別紙１）及び「千葉市民活動支援センター登録団体情報」（別紙２）を提出し、団体登録を行うこととする。
当センターは、提出書類の内容の確認、及びヒアリングにより、団体登録を承認するかどうかの審査を行う。その際、千葉市民活動支援センター設置管理条例（以下「条例」という）第７条第１項各号のいずれかに適合するかを確認し、適合するものを団体登録することとする。

（２）会議室等の利用

（１）の登録を行った団体（以下「登録団体」という。）が、条例第９条各号に掲げる不許可要件に該当しない場合に、会議室等を利用することができるものとする。なお、登録団体が会議室等の使用を希望する場合には、事前に指定管理者に千葉市民活動支援センター会議室等使用許可申請書（様式第１号）（以下「使用許可申請書」）を提出し、承認を受けるものとする。
２　会議室等の利用手続き

（１）当センターにおいて団体が使用できる会議室等は、別表１に掲げるものとする。
（２）使用の許可申請

別表１に掲げる施設を使用する者は、会議室、談話室及び紙折機については、使用する日の属する月の４か月前の月の１日（その日が休館日に当たるときは、同日後最初の休館日でない日）から使用開始前までの間に、ロッカーについては、使用する年度の前年度の３月の指定管理者が定める日以降に、使用許可申請書を指定管理者に提出しなければならない。
（３）使用許可 

指定管理者は、使用許可申請書を受理し、これを審査し許可したときは、千葉市民活動支援センター会議室等使用許可書（様式第２号）（以下「使用許可書」という。）を、許可しないときは、千葉市民活動支援センター会議室等使用不許可通知書（様式第３号）を、申請者に交付するものとする。
（４）使用の取消し

使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）がその使用を取り消すときは、あらかじめ、千葉市民活動支援センター会議室等使用取消届（様式第４号）に使用許可書を添えて、指定管理者に提出しなければならない。ただし、指定管理者が特別な理由があると認めたときは、この限りでない。
（５）使用許可の取消し

指定管理者は、条例第１０条の規定により使用許可を取り消したときは、千葉市民活動支援センター会議室等使用許可取消通知書（様式８号）を当該取消しに係る使用者に交付するものとする。

（６）使用許可に係る事項の変更許可申請

使用者は、施設許可に係る事項を変更しようとするときは千葉市民活動支援センター会議室等使用許可事項変更申請書（様式第５号）（以下「変更許可申請書」という。）に使用許可書を添えて、指定管理者に提出しなければならない。
（７）使用許可に係る事項の変更許可

指定管理者は、変更許可申請書を受理し、これ審査し許可したときは、千葉市民活動支援センター会議室等使用許可事項変更許可書（様式第６号）を、許可しないときは、千葉市民活動支援センター会議室等使用許可事項変更不許可通知書（様式第７号）を、申請者に交付するものとする。

（８）使用可能時間

開館日における午前９時から午後９時まで（ただし日曜及び祝日については午後６時まで）とする。

（９）予約申込数等

施設の予約申込数の上限は、１団体で、会議室及び談話室は継続利用で３日間まで（ただし抽選予約の期間においては、１日１回４時間まで）、紙折機は１日１回２時間まで、ロッカーは１つまでとする。
（１０）人数制限等

施設を利用する場合、１団体等、１部屋で、別表１に掲げる部屋の収容定員の範囲内とする。

３　標準処理期間

使用許可申請に対する標準処理期間は１日とする。 
４　不利益処分

（１）不利益処分を講ずる場合

次のいずれかに該当するときは当センターの施設の使用を制限し、若しくは停止し、使用の許可を取り消し、又は当センターからの退去を命ずることができる。 
ア　条例及び管理規則に違反したとき。

イ　偽りその他不正な手段により使用許可を受けた事実が明らかになったとき

ウ　使用許可に付した条件に違反したとき。

エ　この審査基準に規定する使用できない団体等の条件に該当する事由が発生したとき。

５　その他

（１）楽器の演奏や合唱等、室外に漏れるような音量を発生する行為を伴う利用は禁止。
（２）当センター内は禁煙。

（３）当センター内での飲酒は禁止。

別表１

	名　称
	収容定員
	備考

	会議室
	２７人
	

	談話室
	１４人
	

	紙折機
	－
	

	ロッカー
	－
	ロッカー数８４


（別紙１）
千葉市民活動支援センター登録申請書
年　　月　　日
（あて先）指定管理者

団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　



〒


団体所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　



電話


代表者連絡先　FAX　　　　　　　　　　　　　　

電子メール　　　　　　　＠　　　　　　　　　　
千葉市民活動支援センターを利用したいので、下記のとおり登録を申請します。
	設立年月日
	年　　　　月　　　　日

	会員数
	人

	会費の有無
	有　(　　　　　　円／月・年)　　　 無

	活動頻度
	回／ 週・月　　　　不定期

	活動分野
（該当する全てのものの番号を○で囲んでください。また、その中から最も該当するものの番号を一つ、◎で囲んでください。）
	１．保健･医療･福祉 　　２．社会教育　　　　３．まちづくり
４．観光の振興　　　 　５．農山漁村又は中山間地域の振興
６．学術･文化･芸術･スポーツ　７．環境保全　８．災害救援
９．地域安全　　 10．人権擁護･平和推進 　　11．国際協力
12．男女共同参画社会の形成   13．子どもの健全育成
14．情報化社会の発展　 15．科学技術の振興

16．経済活動の活性化　 17．職業能力開発・雇用機会拡充

18．消費者の保護　　 　19．市民公益活動団体への助言・援助


（別紙２）

千葉市民活動支援センター　登録団体情報

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
団　体　名
	

	
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
代表者氏名
	

	
	

	団体所在地
	〒　　　－


	電話・FAX番号 
	電話
	FAX

	E-mailアドレス
	

	ホームページURL
	

	通常の連絡先
（※郵便物の送付先や問合せ先を、上記以外に希望する場合は右にご記入ください。）
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）

	
	担当者氏名

	
	住所　〒　　　－


	
	電話
	FAX

	
	E-mail

	設立年月日
	年　　　　月　　　　日

	会員数
	人

	会費の有無
	有（　　　　　円／ 年 ・ 月 ）　　無

	活動頻度
	回／ 週 ・ 月 　　　不定期

	主な活動場所・地域
	

	活動分野
（該当する全てのものの番号を○で囲んでください。また、その中から最も該当するものの番号を一つ、◎で囲んでください。）
	１．保健･医療･福祉 　２．社会教育　 ３．まちづくり　 ４．観光の振興

５．農山漁村又は中山間地域の振興 ６．学術･文化･芸術･スポーツ ７．環境保全

８．災害救援　　 ９．地域安全　 10．人権擁護･平和推進　　11．国際協力

12．男女共同参画社会の形成　　 13．子どもの健全育成　 14．情報化社会の発展　　15．科学技術の振興　　 16．経済活動の活性化　17．職業能力開発・雇用機会拡充　　18．消費者の保護　　 19．市民公益活動団体への助言・援助

	活動目的
	

	具体的な活動内容
	


